
   横浜市消防職員分限・懲戒諮問委員会規程 
制  定 昭和27年４月25日   達第12号 

最近改正 平成27年３月25日消防局達第７号 

 

 横浜市消防職員分限・懲戒諮問委員会規程を次のように定める。 

   横浜市消防職員分限・懲戒諮問委員会規程 

（目的） 

第１条 本市消防職員の、地方公務員法に定める分限及び懲戒を公平かつ、適正に行うた

めに、消防長の下に横浜市消防職員分限・懲戒諮問委員会（以下「委員会」という。）

を置く。 

（任務） 

第２条 委員会は、消防長からの要求に応じ、次の事項を審査する。 

(1) 消防職員の分限（地方公務員法第28条第２項第１号の場合を除く。）及び懲戒に関

する処分についての審査 

(2) 退職後に発覚した在職期間中の消防職員の懲戒免職処分相当についての審査 

(3) 懲戒免職処分又は懲戒免職処分相当となった場合における退職手当の支給制限、返

納等に関する審査 

（委員会の構成） 

第３条 委員会は、委員長及び委員若干人をもつて組織する。 

２ 委員長及び委員は、消防吏員のうちから消防長が命免する。 

（書記） 

第４条 委員会に書記若干人を置く。 

２ 書記は、消防吏員のうちから消防長が命免する。 

３ 書記は、上司の命を受けて庶務に従事する。 

（委員会の代表者及びその代理） 

第５条 委員長は、委員会に関する事務を統理し、委員会を代表する。 

２ 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長の指名する委員が、その職務を代理す

る。 

（委員会） 

第６条 委員長は、消防長から第２条各号に掲げる審査の要求を受けたときは、速かに日

時を定めて委員会を開かなければならない。 

２ 委員会は、委員長及び委員の過半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は、多数決によつて決し、可否同数のときは、委員長の決するところに

よる。 

 

（議事） 

第７条 委員会の議事は、非公開とし書面審理とする。但し、本人の請求があつたときは

、口頭審理とすることができる。 

２ 委員会は、必要がある場合は、所属長に対して照会し、意見を求め、本人又は関係者

に対し陳述を求めることができる。 

３ 委員会の議事は、記録して保管しなければならない。 

（除斥） 

第８条 委員長及び委員並びに書記は、自己又は親族及び姻族並びに自己に特別な関係を

有する者に係る事件の審議に参与することはできない。 

（審査の結果） 

第９条 委員会は、審査の結果について書面をもって消防長に報告しなければならない。 
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   附 則 

 この規程は、達の日から施行する。 

   附 則（平成18年３月31日消防局達第13号）抄 

 （施行期日） 

１ この達は、平成18年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

４ この達の施行の際現に決裁処理の過程にある事案の処理については、なお従前の例に

よる。 

   附 則（平成27年３月25日消防局達第７号） 

 （施行期日） 

１ この達は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この達の施行の際現に審査の過程にある事案の取扱いについては、なお従前の例によ

る。 
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